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記 者 発 表 
 平成 30 年 9 月 12 日 

沖縄振興開発金融公庫 

 

沖縄公庫、㈱Payke の資金調達（約 10 億円）に対し、2 億円の追加出資を実行 

～ インバウンド向けショッピングサポート事業の更なる拡大を支援 ～ 

  沖縄振興開発金融公庫（理事長：川上 好久）は、㈱Payke（本社：那覇市、代表取締役：古田

奎輔、以下「当社」）が実施した総額約 10 億円の第三者割当増資に対し、平成 30 年 8 月 30 日に

2 億円の追加出資を実行しました。 

 

 当社事業の概要  

当社は、外国人観光客等（以下、インバウンド）向けショッピングサポートサービスを展開するベ

ンチャー企業です。具体的なサービスは、当社が独自に開発したスマートフォン向けアプリ「Payke」

で商品バーコードを読み取れば、その商品情報が多言語で表示されるというものです。アプリは無料

でダウンロードでき、現在は 7 言語（日本語・英語・繁体字・簡体字・韓国語・タイ語・ベトナム語）

に拡大しています。 

このサービスの活用により、商品を製造するメーカー側はパッケージを変更することなく商品情報

を多言語で伝えることが可能となります。また、店舗の売場に専用タブレットを設置することで、ア

プリをダウンロードしていないインバウンドへも商品情報の多言語発信が可能となり、店舗側の商品

説明への対応（外国人スタッフの採用等）の負担が軽減されるほか、メーカー・小売業者双方にとっ

て、さらなる商品開発や販売の機会創出が期待されます。 

当社は、平成 28 年 2 月、沖縄県代表として参加した「九州・山口ベンチャーアワード」（※1）に

おいて全参加者のトップとなる大賞を受賞し、また平成 29 年 3 月には「起業家万博」（※2）で、最

優秀の「総務大臣賞」を受賞する等、今後の成長が大いに期待されるベンチャー企業として、全国的

に高い評価を受けております。 

沖縄公庫は、当社事業の新規性および将来性に着目し、平成 29 年 7 月に 1 億 1,000 万円の出資を

実行しています。 

（※1）九州全県・山口県・沖縄県の共催。各県から代表企業 1 社がプレゼンテーションを行い、新規性や 

今後の成長性を競う大会。 

（※2）総務省、国立研究開発法人情報通信研究機構主催。 

 当社の現状  

アプリ「Payke」は、平成 27 年 11 月のリリース以降、外国人を中心にユーザー数が急速に拡大

しており、総ダウンロード数は平成 30 年 8 月現在で約 70 万に達し、香港・台湾・マカオのアプリ

ストアで昨年のダウンロード 1 位を記録する等、インバウンド市場での認知が進んでいます。  

また、導入企業数も拡大しており、平成 30 年 8 月には 1,200 社を突破。小売店向けのタブレット

端末の展開もリリースから 2 年で北海道から沖縄県まで全国各地に導入が進み、また昨年 12 月には

シンガポール、今夏には台湾等、海外の店舗でも導入されております。 

 本事業における出資の意義  

当社は今後の事業拡大を見据え、総額約 10 億円を内容とする第三者割当増資を実施し、沖縄公庫

のほか VC（ベンチャーキャピタル）4 社が引き受けました。 
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今回の増資資金は、事業拡大に伴う新規雇用や、アプリ利用者のさらなる獲得に向けた広告費、

機能拡充のための開発費等の運転資金に充てるものであり、また、本件出資により当社の財務基盤

強化が図られます。沖縄公庫は以下の点を評価し、出資を実行しました。 

① インバウンドを中心とした消費活動の活性化や、労働生産性向上への寄与が期待されること 

② ビッグデータの活用による効果的なマーケティングの実施によって、県内外のメーカー・小売

業者双方の業績向上への寄与が期待されること 

③ 雇用創出を始めとした地域の振興に資すること 

沖縄公庫は、引き続きベンチャー企業への支援を積極的に行って参ります。 

＜出資先の概要＞ 

（1） 企 業 名       株式会社 Payke（ペイク） 

（2） 所 在 地       
沖縄県那覇市銘苅 2‐3‐1 

なは市民協働プラザ なは産業支援センター411 室 

（3） 業 種 情報処理サービス業 

（4） 設 立 平成 26 年 11 月 

（5） 資 本 

増
資
前 

資本金     1 億 1,300 万円 

（資本準備金については非公開） 

増
資
後 

資本金     6 億 1,300 万円 

（資本準備金については非公開） 

（6） 代 表 者 代表取締役社長 古田 奎輔 

（7） 従 業 員 数       30 名（インターン含む） 

＜新事業創出促進出資制度の概要＞ 

（1）出資対象者 

沖縄において 

・新たに事業を開始しようとする方 

・事業を開始した日以後 5 年を経過していない方 

・新たな事業分野の開拓を行う方 

（2）出資限度額 新事業に必要な資本の額の 50％以内 

（3）出 資 実 績 

平成 29 年度実績合計： 

4 件、2 億 8,000 万円 

平成 14 年度より開始された新事業創出促進出資の実績（累計）： 

65 件、28 億 816 万円（平成 30 年 9 月 12 日現在） 

 

 
お問い合わせ先 

 

  

 
新事業育成出資室          宮 良 ℡ 098（941）1907 

企画調査部業務企画課  前 川 ℡ 098（941）1740 

 


